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令和７年度委託訓練業務（長期高度人材育成コース）企画提案募集要領 

（広島県立広島高等技術専門校） 

 

  令和７年度委託訓練業務（長期高度人材育成コース）の委託予定事業者を選定するために実

施する企画提案募集について、必要な事項を定める。 

 

１ 業務概要 

（１） 業務の目的 

不安定な就労を繰り返している者等、非正規雇用での就労期間が長い者については、企業

における能力開発の機会が十分に確保されておらず、このような非正規雇用労働者が正社員

就職を実現するためには能力開発支援が重要となっている。このため、正社員就職を希望す

る非正規雇用労働者等が、安定した雇用環境への転換を図るため、企業が求める国家資格等

の高い職業能力を習得することを支援し、正社員就職の実現を目指すことを目的とする。 

（２） 業務内容 

別紙「仕様書」のとおり 

  〔業務名〕 

 令和７年度委託訓練業務（長期高度人材育成コース） 

２ 注意事項 

公募型プロポーザル

参加資格確認申請書

提出 

ア 提出先 

広島県立広島高等技術専門校（広島市西区田方二丁目 25－1） 

 イ 提出期限 

   令和７年１月 16 日（木）午後５時まで 

 ウ 提出方法 

  持参、郵便等又は電子メールによる。ただし、郵便等又は電

子メールによる提出の場合は、上記イの期限までに必着するこ

と。 

  なお、郵便等による提出は一般書留郵便、簡易書留郵便及び

一般信書便事業者又は特定信書便事業者の提供するサービス

でこれらに準じるものに限る。（民間宅配事業者のいわゆる「メ

ール便」はこれに当たらない。）持参の場合は、平日の午前９

時から午後５時までとする。 

参加資格要件に適合

しないとされた者に

対する理由説明等 

○ 参加資格要件に適合しないとされた者に対しては、その旨を書

面により通知する。 

○ 上記の通知を受けた者は、広島県立広島高等技術専門校に対し

て、その理由説明を求めることができる。 

○ 不適合の説明を求める場合は、令和７年１月 21 日（火）まで

に、その旨を記載した書類を提出すること。 

○ 上記に対する回答は、令和７年１月 23 日（木）までに、書面

により行う。 

公募型プロポーザル

説明会の実施 

当該公募型プロポーザルに係る説明会を次のとおり実施する。 

また、説明会への参加を希望する者は、その旨を申し出ること。 

ア 参加申出先 

広島県立広島高等技術専門校（広島市西区田方二丁目 25－1） 

 イ 参加申出期限 

令和６年 12 月 19 日（木）午後４時 

 ウ 説明会参加申込方法 

 ＜申込先＞ 

広島県立広島高等技術専門校 

（ファクシミリ（082）273‐1777） 
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（電子メール hgskunren@pref.hiroshima.lg.jp） 

 ＜申込方法＞ 

ファクシミリ又は電子メールで申し込むこと。 

  ＜申込書記載事項＞ ※様式指定なし 

   ○件名 広島県立広島高等技術専門校令和７年度委託訓練

業務説明会申込み 

   ○参加者所属（会社名等） 

○参加者氏名 

○連絡先電話番号 

エ 説明会開催日 

  介護・社会・精神保健福祉士養成科、IT 及びビジネス系に

関する科 

令和６年 12 月 20 日（金）午前 10 時から 

オ 説明会開催場所 

広島県立広島高等技術専門校（広島市西区田方二丁目 25－1） 

カ 説明会に参加の際は、仕様書等を持参すること。 

仕様書等の交付方法 

広島県ホームページからダウンロードするか、下記の場所で直接

受け取ること。 

ア 交付場所 

   広島県立広島高等技術専門校（広島市西区田方二丁目 25-１） 

イ 交付期間 

令和６年 12 月 18 日（水）から令和７年１月 16 日（木）ま

で（土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年

法律第 178 号）に規定する休日及び広島県の休日を定める条例

（平成元年３月 27 日条例第２号）第１条第１項第３号に規定

する日を除く。）の午前９時から午後５時までの間、随時交付

する。 

仕様書等に対する質

問書提出期限 

令和７年１月 20 日（月）午後５時までに、仕様書等に対する質

問書（様式５）を電子メール又はファクシミリで送付すること。 

＜送付先＞ 

広島県立広島高等技術専門校 

（ファクシミリ（082） 273‐1777） 

（電子メール hgskunren@pref.hiroshima.lg.jp） 

○ 上記の質問に対する回答については、公募型プロポーザル参加

資格を有する者の質問にのみ回答する。 

仕様書等に係る質問

書に対する回答日等 

令和７年１月 21 日（火）午後５時までに、電子メール（又はフ

ァクシミリ）で公募型プロポーザル参加者全員に対して、通知する。 

提案書類提出先及び

期限  

ア 提出先 

広島県立広島高等技術専門校（広島市西区田方二丁目 25－１） 

イ 提出期限 

令和７年１月 24 日（金）午後５時 【必着】 

ウ 提出方法 

持参又は郵便等による。ただし、郵便等による提出の場合は、

上記イの期限までに必着すること。 

なお、郵便等による提出は一般書留郵便、簡易書留郵便及び

一般信書便事業者又は特定信書便事業者の提供するサービス

でこれらに準じるものに限る（民間宅配事業者のいわゆる「メ

ール便」はこれに当たらない。）。持参の場合は、平日の午前９

時から午後５時までとする。 
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提出書類 

（1）令和７年度委託訓練に係る企画提案参加申込書（様式１） 

（2）実施企画書（様式２） 

・訓練施設（様式２-１） 

・訓練設備（様式２-２） 

・講師一覧表（様式２-３-１） 

・講師経歴書（様式２-３-２） 

・就職支援責任者経歴書（様式２-４） 

・資格試験等一覧表（様式２-５）   

・入校経費一覧表（様式２-６） 

・実習施設一覧表（様式２-７） 

・訓練内容（任意様式） 

・令和７年度生の年間訓練計画（任意様式 ※行事、ボランテ

ィア活動等明記したもの） 

・入校スケジュール確認表（様式２－８） 

（3）見積書、入学金、授業料等（様式３） 

（4）個人情報取扱いの管理体制（様式４） 

（5）専門学校・養成施設等の令和７年度生募集要項、学校案内及

びシラバス 

（6）寄附行為及び学則の写し 

（7）直近３事業年度の事業報告書及び決算書（消費収支計算書、

貸借対照表） 

（8）電子データの保存等に関する申出書（別記様式） 

（注）様式２及び様式２-１から同２-８については、電子データ（Ｃ

Ｄ－ＲＯＭ）も提出すること。 

提出部数 正本１部、副本１部 

提案を採用されなか

った者に対する理由

説明等 

○ 提案を採用されなかった者に対しては、その旨を書面により通

知する。 

○ 上記の通知を受けた者は、広島県立広島高等技術専門校に対し

て、その理由説明を求めることができる。 

○ 不採用の説明を求める場合は、令和７年２月 13 日（木）まで

に、その旨を記載した書類を提出すること。 

○ 上記に対する回答は、令和７年２月 17 日（月）までに、書面

により行う。 

手続において使用す

る言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

参加者の負担につい

て 

公募型プロポーザル参加資格確認申請書及び提案書類の作成及

び提出に関する費用は、提出者の負担とする。 

提出された提案書類

について 

○ 提出された提案書類は、返却しない。 

○ 提案書類は、本業務委託予定事業者の選考以外に提案書類の提

出者に無断で使用しないものとする。 

その他 

○ 公募型プロポーザル参加資格確認申請書及び提案書類に虚偽

の記載をした場合には、提出された公募型プロポーザル参加資格

確認申請書及び提案書類を無効とするとともに、指名停止の措置

を行うことがある。 

○ 本事業は、国の委託事業であるため、県の計画が国に認められ

ない場合は訓練を実施できない場合がある。 

また、国の委託訓練実施要領の改正により、内容を変更する場

合がある。 

添付書類 ○ 公募型プロポーザル参加資格確認申請書の様式 
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＜提出先及び問い合わせ先＞ 

広島県立広島高等技術専門校 

〒733-0851 広島市西区田方二丁目 25-１ 

電話（082）273‐2291      

ファクシミリ（082）273‐1777 

電子メール hgskunren@pref.hiroshima.lg.jp 

 

３ 参加資格 

要件 公告に定めるとおり。 

 

４ 契約方法等 

契約方法 

委託予定事業者と提案書類に基づいて協議を行い、協議が整った

場合に、県の契約担当職員が別途定める予定価格の範囲内で契約を

締結する。この協議の際、提案書類の内容等を一部変更する場合が

ある。 

なお、年度をまたぐ訓練については、複数年度契約を締結する。 

契約保証金 公告に定めるとおり。 

委託料の支払 

精算払とする。 

なお、複数年度契約については、年度毎の契約額の範囲内におい

て年度毎に支払う。 

 

５ 審査方法等 

審査方法 

〇 提案書類の内容に基づき、別紙「令和７年度委託訓練業務評価

基準」に従い、職業能力開発施策公募型プロポーザル選定委員会

が評価値を決定し、訓練科目の区分ごとに、評価値の高い者から

順に、計画定員を満たすまで委託予定事業者として選定する。 

〇 評価値が同点の者がある場合は、次の重要項目の評価値の合計

が高い者とし、さらに同位となった場合は、くじ引きにより決する

ものとする。 

〔重要項目〕 

・訓練実績（入校率、修了率、就職率、関連就職率） 

・委託費（見積額） 

・経営状態（資産・負債、収支状況、経営規模） 

〇 公募型プロポーザル参加資格に適合しないことが判明した場

合、提案内容が仕様書で定める要件を満たしていない場合及び評

価値が 100 分の 60 未満の者は、委託予定事業者として選定しない。 

〇 選定にあたり、提出された企画提案の内容の確認、施設・設備

の見学を実施する場合がある。 

結果通知 
審査終了後、すべての提案者に対し結果を通知する。 

（令和７年２月 10 日（月）まで） 

 


